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参考資料１

被災中小企業支援の現状等に関する
アンケート調査結果の概要



被災中小企業支援の現状等に関するアンケート調査の概要

◆調査内容

◆調査対象
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◆目的

• 47都道府県の産業支援・企業支援担当課

• 過去の様々な規模の災害時における地方公共団体で実施した被災中小企業対策
について実態を把握する。

• 具体的な支援策、支援規模、当該支援策に必要な財源の確保の方法
支援策の発動基準 等

◆回収状況
• 協力先 47都道府県／回答 47都道府県

◆調査方法
• 電子メールによる配布・回収



【中小企業向け独自支援の実施状況】 （過去（１０年間）の災害時）

支援について
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◆設問１・設問２

【中小企業支援を実施した主な災害】
（過去10年間）

• 平成23年7月新潟・福島豪雨

• 紀伊半島大水害（平成23年8月）

• 平成24年7月九州北部豪雨

• 平成25年台風25号

• 平成28年台風10号

• 平成29年７月九州北部豪雨
等

44都道府県
（94%）

3都道府県
（6%）

a.支援を実施した。

b.これまで支援を行うような災害は経験していないが、あらかじめ支援内容は定めている。

c.支援は行っていない。またはあらかじめ支援内容は定めていない。

【n=47】



支援について
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【具体的な支援策】
◆設問３

【支援にあたっての財源措置】
◆設問４・設問５

【財源確保の方法】
• 既存予算（当初予算の枠内）により確保
• 既存予算の拡充により確保
• 補正予算により確保 等

【その他自由記述】
• ＢＣＰの策定支援
• 利子補給 等

【その他自由記述】
• 特定財源
• 諸収入 等

41都道府県（93%）

17都道府県（39%）

17都道府県（39%）

5都道府県（11%）

2都道府県（5%）

12都道府県（27%）

10都道府県（23%）

37都道府県（84%）

16都道府県（36%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

a.融資

b.信用保証の供与

c.災害復旧・復興のための補助金の供与

d.既存補助金制度を活用した補助金の供
与

e.仮設店舗・仮設事務所等の設置

f.地域振興に係る支援（観光客向け割引制
度、プレミアム商品券配布など）を実施

g.販路開拓等や地域を盛り上げるための
各種イベントを開催

h.相談窓口の設置やワンストップ相談会
の実施

i.その他

【複数回答項目】
【n=44】

41都道府県（93%）

7都道府県（16%）

6都道府県（14%）

12都道府県（27%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

a.一般財源

b.特別交付税による財源措置

c.基金を積み上げており当該基金から
財源確保（※）

d.その他

【複数回答項目】
【n=44】

※その当時存在した基金を活用



支援について

5

【支援策発動の基準の有無】
◆設問６・設問７

【支援策発動の基準】

16都道府県
（36%）

28都道府県
（64%）

a.設けている b.設けていない

【n=44】

11都道府県（69%）

12都道府県（75%）

4都道府県（25%）

6都道府県（38%）

5都道府県（31%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

a.激甚災害法による局激規模の災害時に支援

b.災害救助法が適用される災害時に支援

c.激甚災害法の指定や災害救助法の適用に関わらず災害
発生時に支援

d.被災した商工業者の被害状況を考慮して一定水準規模
（都道府県で独自の市町村支援ルール等を設けており、
当該ルールに基づき一定水準を満たす災害の場合）の被

害時に支援

e.市町村の要請など、その都度判断して支援

【複数回答項目】
【n=16】
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